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第 1章 はじめに 



第 2章 工場立地の動向 
（1）全国的動向（長期的推移） 

                                                 
1 参考：開発金融研究所「1999年度わが国の対外直接投資届出数字の解説」
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（2）都道府県別の動向  
① 工場立地の流出入件数と工場立地率による分類  

【移転誘致型】 

【新規増設型】 



② 立地選択理由分析 
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2 工場立地動向調査では、立地理由について調査集計している。調査手法は、17 項目から理由として 3つ以内選択して
その内主なものに◎、それ以外に○をつける方式である。原則として調査対象となるものは、一つは必ず回答すること
になっている。工場立地動向調査の工場立地選択理由を項目毎に、最も重要な理由を 1点・その他の理由を 0.5 点とし
て各選択理由項目の平均点・寄与度を算出し、上記表で平均・比率として掲載している。 
3 業種別立地割合は、平成 14・15 年の当該都道府県でのある業種の立地件数を平成 14・15 年の当該都道府県全体の立
地件数で除したもの 
4 平成 14 年以降の工場立地動向調査の業種分類は平成 14 年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいているため、平成 14・
15 年の 2年間で業種別立地割合を算出している。また平成 14 年の標準産業分類の改訂の際に、「電気機械器具」から「情
報通信機器」及び「電子部品・電子デバイス」が独立し、「出版・印刷・同関連業」から「新聞業」及び「出版業」が除
外され、「印刷・同関連業」となった。 

全国 移転誘致型 新規・増設型 その他
平均 比率 平均 比率 平均 比率 平均 比率

原材料等の入手の便 9 6.5% 11 5.7% 15 8.4% 6 5.7%
市場への近接性 14 10.5% 21 11.0% 18 10.2% 10 10.2%
関連企業への近接性 13 9.4% 21 10.9% 16 9.0% 8 8.4%
労働力の確保 10 7.6% 14 7.3% 14 7.7% 7 7.6%
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 1 0.8% 1 0.6% 2 0.9% 1 0.8%
本社への近接性 13 9.2% 20 10.5% 11 6.3% 10 10.2%
国の助成・協力 2 1.3% 2 1.0% 3 1.8% 1 1.2%
県・市・町・村の助成・協力 12 8.9% 12 6.4% 18 10.2% 10 10.1%
経営者等との個人的つながり 4 3.1% 5 2.5% 8 4.5% 3 2.7%
他企業との共同立地 1 1.0% 1 0.7% 2 1.0% 1 1.3%
工業用水の確保 2 1.2% 2 1.2% 2 1.2% 1 1.1%
対事業所サービス業・流通業への近接性 2 1.7% 3 1.5% 3 1.6% 2 1.8%
学術研究機関の充実(産学共同等) 0 0.4% 1 0.3% 1 0.5% 0 0.4%
用地面積の確保が容易 26 19.4% 37 19.4% 34 19.5% 19 19.4%
地価 17 12.3% 24 12.8% 20 11.1% 12 12.6%
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設) 1 0.7% 2 0.8% 1 0.6% 1 0.6%
その他 8 6.2% 14 7.3% 10 5.4% 6 5.7%
合計 136 100.0% 191 100.0% 176 100.0% 97 100.0%
立地件数（平成11～15年合計） 108.8 － 154.4 － 144.7 － 75.7 －
都道府県外からの移転立地件数(平成11～15年計) 4.1 － 10.4 － 1.5 － 2.4 －



                                                 
5 業種別立地割合 3%未満では、パルプ・紙加工品、印刷・同関連も相関係数 0.3 以上（資料 9参照）。
6 業種別立地割合 3%未満では、その他の製造業も相関係数 0.3 以上（資料 9参照）。
7 業種別立地割合 3%未満では、精密機械が相関係数 0.3 以上（資料 9参照）。 
8 業種別立地割合 3%未満では、パルプ・紙加工品が相関係数 0.3 以上（資料 9参照）。



③ 個別の特徴 

                                                 
9 各都道府県の工業団地数・総面積、北海道を除く都府県の平均工業団地数 19 団地・総面積 1264．3ha は（財）日本立
地センター「2005 年度版産業用地ガイド」に基づいている。以下同様。 





                                                 
10 出所：国土交通省「土地総合情報ライブラリー」以下同じ。





                                                 
11 工場立地動向調査では、立地理由について調査集計している。調査手法は、17 項目から理由として 3つ以内選択して
その内主なものに◎、それ以外に○をつける方式である。原則として調査対象となるものは、一つは必ず回答すること
になっている。工場立地動向調査の工場立地選択理由を項目毎に、最も重要な理由を 1点・その他の理由を 0.5 点とし
て各選択理由項目の平均点・寄与度を算出し、上記表で平均・比率として掲載している。 

全国 移転誘致型 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 石川県
平均 比率 平均 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率

1 原材料等の入手の便 9 6.5% 11 5.7% 6 3.5% 17 6.0% 9 4.4% 15 6.0% 6 5.4%
2 市場への近接性 14 10.5% 21 11.0% 13 7.3% 46 16.7% 25 12.3% 17 6.8% 9 8.3%
3 関連企業への近接性 13 9.4% 21 10.9% 15 8.8% 32 11.6% 23 11.4% 29 11.3% 12 11.2%
4 労働力の確保 10 7.6% 14 7.3% 23 13.2% 20 7.1% 16 7.7% 15 5.8% 5 4.9%
5 人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 1 0.8% 1 0.6% 3 1.5% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2% 1 0.5%
6 本社への近接性 13 9.2% 20 10.5% 11 6.5% 24 8.5% 20 9.6% 38 15.1% 13 12.2%
7 国の助成・協力 2 1.3% 2 1.0% 1 0.6% 2 0.7% 2 1.0% 1 0.2% 2 2.0%
8 県・市・町・村の助成・協力 12 8.9% 12 6.4% 19 11.1% 9 3.1% 10 4.9% 8 3.2% 15 14.1%
9 経営者等との個人的つながり 4 3.1% 5 2.5% 7 3.8% 6 2.2% 6 2.7% 7 2.8% 4 3.9%
10 他企業との共同立地 1 1.0% 1 0.7% 1 0.3% 0 0.0% 2 0.7% 3 1.0% 1 1.0%
11 工業用水の確保 2 1.2% 2 1.2% 1 0.6% 4 1.4% 3 1.5% 2 0.8% 1 1.0%
12 対事業所サービス業・流通業への近接性 2 1.7% 3 1.5% 1 0.6% 6 2.0% 3 1.5% 3 1.2% 1 0.5%
13 学術研究機関の充実(産学共同等) 0 0.4% 1 0.3% 1 0.3% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0%
14 用地面積の確保が容易 26 19.4% 37 19.4% 40 23.2% 55 19.9% 42 20.5% 49 19.3% 13 12.7%
15 地価 17 12.3% 24 12.8% 19 10.9% 34 12.3% 25 12.1% 30 11.9% 16 15.6%
16 良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設) 1 0.7% 2 0.8% 2 0.9% 3 0.9% 2 0.7% 3 1.2% 1 1.0%
17 その他 8 6.2% 14 7.3% 12 7.0% 19 6.9% 18 8.9% 33 12.9% 6 5.9%
合計 136 100.0% 191 100.0% 171 100.0% 276 100.0% 203 100.0% 252 100.0% 103 100.0%
立地件数（平成11～15年合計） 108.8 － 154.4 － 148 － 218 － 153 － 201 － 80 －
都道府県外からの移転立地件数(平成11～15年計) 4.1 － 10.4 － 11 - 20 - 12 － 7 － 4 －

岐阜県 静岡県 三重県 滋賀県 京都府 兵庫県
得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率

1 原材料等の入手の便 5 3.8% 20 6.2% 12 6.7% 4 3.4% 5 4.6% 23 8.8%
2 市場への近接性 7 5.6% 38 12.0% 19 10.6% 17 14.0% 9 8.3% 34 12.8%
3 関連企業への近接性 12 9.8% 38 12.0% 23 12.5% 14 11.9% 7 6.0% 28 10.5%
4 労働力の確保 9 7.3% 18 5.7% 9 4.7% 10 8.5% 10 9.2% 22 8.4%
5 人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 2 1.7% 3 0.8% 0 0.0% 1 0.4% 2 1.8% 2 0.6%
6 本社への近接性 11 9.0% 31 9.7% 13 7.0% 16 13.6% 15 13.8% 33 12.4%
7 国の助成・協力 2 1.3% 4 1.1% 4 1.9% 1 0.8% 1 0.5% 3 1.0%
8 県・市・町・村の助成・協力 7 6.0% 19 5.9% 10 5.6% 8 6.8% 14 12.4% 18 6.7%
9 経営者等との個人的つながり 2 1.3% 10 3.0% 4 1.9% 1 0.4% 1 0.5% 8 3.1%
10 他企業との共同立地 0 0.0% 4 1.1% 4 1.9% 1 0.8% 1 0.9% 1 0.4%
11 工業用水の確保 1 0.9% 6 1.9% 1 0.6% 1 0.8% 2 1.4% 4 1.3%
12 対事業所サービス業・流通業への近接性 0 0.0% 6 1.9% 3 1.4% 1 0.8% 3 2.3% 7 2.7%
13 学術研究機関の充実(産学共同等) 1 0.9% 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4%
14 用地面積の確保が容易 29 24.4% 64 20.3% 31 17.0% 20 16.9% 19 17.4% 49 18.7%
15 地価 21 17.5% 39 12.2% 37 20.3% 16 13.6% 16 14.2% 19 7.1%
16 良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設) 2 1.7% 1 0.2% 3 1.4% 1 0.4% 1 0.5% 2 0.8%
17 その他 11 9.0% 19 5.9% 11 6.1% 8 6.8% 7 6.4% 12 4.6%
合計 117 100.0% 316 100.0% 180 100.0% 118 100.0% 109 100.0% 262 100.0%
立地件数（平成11～15年合計） 86 － 246 － 157 - 100 － 87 － 222 －
都道府県外からの移転立地件数(平成11～15年計) 11 － 6 － 12 － 9 － 9 － 13 －



                                                 
12 業種別立地割合は、平成 14・15 年の当該都道府県でのある業種の立地件数を平成 14・15 年の当該都道府県全体の立
地件数で除したもの 
13 平成 14年以降の工場立地動向調査の業種分類は平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいているため、平成 14・
15 年の 2年間で業種別立地割合を算出している。また平成 14 年の標準産業分類の改訂の際に、「電気機械器具」から「情
報通信機器」及び「電子部品・電子デバイス」が独立し、「出版・印刷・同関連業」から「新分業」及び「出版業」が除
外され、「印刷・同関連業」となった。 
14 出所：経済産業省「平成 15 年工業統計調査（産業編）」 

全国計 福　島 茨　城 栃　木 群　馬 石　川 岐　阜 静　岡 三　重 滋　賀 京　都 兵　庫
全　業　種　合　計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
食 料 品 18.5% 6.0% 16.7% 11.7% 11.5% 10.5% 30.8% 24.8% 12.5% 10.3% 14.9% 19.8%
飲 料 ･たばこ･飼料 5.0% 6.0% 3.8% 3.3% 3.8% 0.0% 0.0% 4.4% 4.2% 2.6% 4.3% 5.9%
繊 維 工 業 0.3% 2.0% 1.3% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
衣 服 ・ そ の 他 1.4% 0.0% 1.3% 1.7% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 0.0% 2.0%
木 材 ・ 木 製 品 3.7% 2.0% 7.7% 3.3% 3.8% 5.3% 3.8% 3.5% 0.0% 5.1% 0.0% 2.0%
家 具 ・ 装 備 品 1.4% 0.0% 1.3% 1.7% 1.3% 0.0% 3.8% 0.9% 0.0% 2.6% 0.0% 1.0%
パ ル プ ･ 紙 加 工 品 2.5% 0.0% 0.0% 1.7% 1.3% 5.3% 3.8% 3.5% 6.3% 2.6% 4.3% 0.0%
印 刷 ・ 同 関 連 2.8% 4.0% 3.8% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 4.4% 0.0% 0.0% 8.5% 0.0%
化 学 6.0% 6.0% 3.8% 5.0% 3.8% 5.3% 7.7% 5.3% 4.2% 7.7% 14.9% 11.9%
石 油 ・ 石 炭 製 品 0.8% 0.0% 1.3% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0%
プ ラスチック 製品 7.3% 8.0% 11.5% 13.3% 10.3% 5.3% 3.8% 8.0% 4.2% 20.5% 8.5% 5.9%
ゴ ム 製 品 1.5% 12.0% 1.3% 1.7% 1.3% 5.3% 3.8% 1.8% 2.1% 2.6% 0.0% 0.0%
皮 革 ・ 同 製 品 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
窯 業 ・ 土 石 4.6% 4.0% 5.1% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7% 4.2% 5.1% 4.3% 6.9%
鉄 鋼 3.5% 2.0% 5.1% 3.3% 1.3% 0.0% 3.8% 1.8% 4.2% 5.1% 0.0% 5.9%
非 鉄 金 属 1.6% 2.0% 0.0% 0.0% 2.6% 15.8% 3.8% 2.7% 4.2% 0.0% 4.3% 1.0%
金 属 製 品 7.8% 14.0% 5.1% 11.7% 10.3% 10.5% 0.0% 5.3% 6.3% 2.6% 10.6% 10.9%
一 般 機 械 9.5% 8.0% 9.0% 8.3% 17.9% 21.1% 7.7% 8.0% 8.3% 5.1% 4.3% 10.9%
電 気 機 械 3.5% 2.0% 1.3% 1.7% 1.3% 15.8% 0.0% 2.7% 2.1% 5.1% 2.1% 3.0%
情 報 通 信 機 械 1.2% 2.0% 2.6% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 1.8% 2.1% 2.6% 2.1% 1.0%
電子部品･デバイス 3.4% 4.0% 2.6% 3.3% 2.6% 0.0% 7.7% 0.9% 14.6% 5.1% 4.3% 2.0%
輸 送 用 機 械 7.7% 2.0% 6.4% 11.7% 17.9% 0.0% 19.2% 11.5% 16.7% 10.3% 8.5% 4.0%
精 密 機 械 1.9% 4.0% 3.8% 3.3% 3.8% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 2.1% 1.0%
そ の 他 の 製 造 業 2.5% 6.0% 1.3% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 2.6% 2.1% 2.0%
電 気 業 1.2% 4.0% 3.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 1.0%
ガ ス 業 0.4% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0%
熱 供 給 業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%





                                                 
15 全国の広島県企業立地率一覧は図表 11 に掲載していないが、算出根拠は図表 11 と同様。 





                                                 
16 工場立地動向調査では、立地理由について調査集計している。調査手法は、17 項目から理由として 3つ以内選択して
その内主なものに◎、それ以外に○をつける方式である。原則として調査対象となるものは、一つは必ず回答すること
になっている。工場立地動向調査の工場立地選択理由を項目毎に、最も重要な理由を 1点・その他の理由を 0.5 点とし
て各選択理由項目の平均点・寄与度を算出し、上記表で平均・比率として掲載している。 

福岡県 佐賀県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県
得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率

1 原材料等の入手の便 23 6.0% 9 9.3% 3 2.0% 3 3.8% 7 7.2% 20 16.6%
2 市場への近接性 41 10.9% 15 15.9% 11 8.6% 4 5.1% 7 7.2% 6 4.6%
3 関連企業への近接性 31 8.1% 11 12.1% 16 12.5% 14 17.8% 8 7.7% 13 10.8%
4 労働力の確保 32 8.5% 8 8.8% 10 7.8% 3 3.8% 12 11.9% 13 10.4%
5 人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 4 0.9% 0 0.0% 4 3.1% 1 0.6% 1 0.5% 0 0.0%
6 本社への近接性 25 6.5% 5 5.5% 9 7.1% 2 1.9% 4 3.6% 7 5.4%
7 国の助成・協力 9 2.4% 1 1.1% 2 1.6% 0 0.0% 2 2.1% 2 1.2%
8 県・市・町・村の助成・協力 33 8.6% 10 10.4% 16 12.2% 12 14.6% 14 13.9% 18 14.5%
9 経営者等との個人的つながり 23 6.1% 3 3.3% 4 2.7% 1 0.6% 7 6.7% 6 5.0%
10 他企業との共同立地 4 0.9% 3 2.7% 2 1.6% 0 0.0% 2 1.5% 1 0.4%
11 工業用水の確保 3 0.7% 1 1.1% 3 2.0% 1 1.3% 2 2.1% 2 1.7%
12 対事業所サービス業・流通業への近接性 4 1.1% 1 1.1% 2 1.2% 2 1.9% 0 0.0% 3 2.1%
13 学術研究機関の充実(産学共同等) 3 0.7% 1 0.5% 2 1.2% 1 0.6% 2 1.5% 1 0.4%
14 用地面積の確保が容易 73 19.4% 13 14.3% 22 17.3% 24 29.9% 21 21.6% 22 17.8%
15 地価 51 13.5% 9 9.3% 18 14.1% 7 8.9% 9 9.3% 9 7.1%
16 良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設) 3 0.7% 0 0.0% 1 0.8% 0 0.0% 3 2.6% 1 0.4%
17 その他 20 5.2% 4 4.4% 6 4.3% 7 8.9% 1 0.5% 2 1.7%
合計 377 100.0% 91 100.0% 128 100.0% 79 100.0% 97 100.0% 121 100.0%
立地件数（平成11～15年合計） 279 － 59 － 92 － 66 - 67 － 88 －
都道府県外からの移転立地件数(平成11～15年計) 3 － 1 － 3 － 3 － 1 － 1 －

全国 北海道 宮城県 山形県 富山県
平均 比率 平均 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率 得点 比率

1 原材料等の入手の便 9 6.5% 15 8.4% 52 14.5% 20 7.8% 9 5.5% 5 4.5%
2 市場への近接性 14 10.5% 18 10.2% 51 14.2% 34 13.6% 10 5.8% 3 3.0%
3 関連企業への近接性 13 9.4% 16 9.0% 19 5.2% 19 7.6% 18 11.0% 11 10.4%
4 労働力の確保 10 7.6% 14 7.7% 19 5.2% 24 9.4% 14 8.3% 4 4.0%
5 人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 1 0.8% 2 0.9% 3 0.7% 2 0.8% 2 1.2% 0 0.0%
6 本社への近接性 13 9.2% 11 6.3% 15 4.2% 22 8.6% 13 7.7% 12 11.9%
7 国の助成・協力 2 1.3% 3 1.8% 9 2.4% 5 1.8% 1 0.3% 3 2.5%
8 県・市・町・村の助成・協力 12 8.9% 18 10.2% 35 9.8% 21 8.2% 12 7.4% 12 11.4%
9 経営者等との個人的つながり 4 3.1% 8 4.5% 11 2.9% 12 4.6% 11 6.4% 5 4.5%
10 他企業との共同立地 1 1.0% 2 1.0% 4 1.1% 2 0.8% 1 0.6% 1 1.0%
11 工業用水の確保 2 1.2% 2 1.2% 6 1.7% 1 0.4% 2 0.9% 3 2.5%
12 対事業所サービス業・流通業への近接性 2 1.7% 3 1.6% 6 1.7% 8 3.2% 2 0.9% 3 3.0%
13 学術研究機関の充実(産学共同等) 0 0.4% 1 0.5% 1 0.1% 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0%
14 用地面積の確保が容易 26 19.4% 34 19.5% 64 17.9% 43 17.2% 42 25.5% 22 21.9%
15 地価 17 12.3% 20 11.1% 35 9.6% 27 10.8% 19 11.3% 14 13.9%
16 良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設) 1 0.7% 1 0.6% 1 0.1% 2 0.8% 1 0.3% 1 0.5%
17 その他 8 6.2% 10 5.4% 31 8.7% 10 4.0% 11 6.7% 5 5.0%
合計 136 100.0% 176 100.0% 358 100.0% 250 100.0% 163 100.0% 101 100.0%
立地件数（平成11～15年合計） 109 － 144.7 － 265 － 74 － 86 － 128 －
都道府県外からの移転立地件数(平成11～15年計) 4.1 － 1.5 － 1 - 3 - 1 － 0 －

新規増設型



                                                 
17 業種別立地割合は、平成 14・15 年の当該都道府県でのある業種の立地件数を平成 14・15 年の当該都道府県全体の立
地件数で除したもの 
18 平成 14年以降の工場立地動向調査の業種分類は平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいているため、平成 14・
15 年の 2年間で業種別立地割合を算出している。また平成 14 年の標準産業分類の改訂の際に、「電気機械器具」から「情
報通信機器」及び「電子部品・電子デバイス」が独立し、「出版・印刷・同関連業」から「新聞業」及び「出版業」が除
外され、「印刷・同関連業」となった。 

全国計 北海道 宮　城 山　形 富　山 福　岡 佐　賀 熊　本 大　分 宮　崎 鹿児島
全　業　種　合　計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
食 料 品 18.5% 28.4% 27.5% 19.6% 10.2% 15.5% 19.0% 12.5% 4.0% 5.3% 20.0%
飲 料 ･たばこ･飼料 5.0% 12.3% 4.3% 7.8% 8.2% 6.4% 4.8% 0.0% 4.0% 15.8% 22.9%
繊 維 工 業 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
衣 服 ・ そ の 他 1.4% 0.0% 2.9% 5.9% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 2.9%
木 材 ・ 木 製 品 3.7% 2.5% 0.0% 5.9% 4.1% 2.7% 9.5% 8.3% 4.0% 21.1% 8.6%
家 具 ・ 装 備 品 1.4% 1.2% 1.4% 0.0% 2.0% 0.9% 4.8% 4.2% 8.0% 0.0% 0.0%
パ ル プ ･ 紙 加 工 品 2.5% 1.2% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
印 刷 ・ 同 関 連 2.8% 2.5% 4.3% 3.9% 4.1% 3.6% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
化 学 6.0% 7.4% 0.0% 2.0% 8.2% 7.3% 0.0% 8.3% 12.0% 0.0% 2.9%
石 油 ・ 石 炭 製 品 0.8% 1.2% 2.9% 2.0% 0.0% 0.9% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
プ ラスチック 製品 7.3% 4.9% 1.4% 2.0% 10.2% 7.3% 19.0% 8.3% 4.0% 0.0% 8.6%
ゴ ム 製 品 1.5% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0%
皮 革 ・ 同 製 品 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
窯 業 ・ 土 石 4.6% 12.3% 10.1% 2.0% 6.1% 5.5% 9.5% 4.2% 0.0% 5.3% 2.9%
鉄 鋼 3.5% 3.7% 4.3% 2.0% 6.1% 7.3% 0.0% 0.0% 0.0% 5.3% 2.9%
非 鉄 金 属 1.6% 0.0% 1.4% 0.0% 8.2% 1.8% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0%
金 属 製 品 7.8% 8.6% 1.4% 7.8% 10.2% 6.4% 4.8% 0.0% 4.0% 10.5% 2.9%
一 般 機 械 9.5% 4.9% 4.3% 13.7% 10.2% 10.9% 4.8% 20.8% 16.0% 10.5% 2.9%
電 気 機 械 3.5% 0.0% 2.9% 7.8% 6.1% 6.4% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0%
情 報 通 信 機 械 1.2% 0.0% 5.8% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.7%
電子部品･デバイス 3.4% 3.7% 10.1% 5.9% 0.0% 0.9% 0.0% 4.2% 8.0% 0.0% 2.9%
輸 送 用 機 械 7.7% 0.0% 5.8% 2.0% 4.1% 9.1% 9.5% 8.3% 12.0% 5.3% 5.7%
精 密 機 械 1.9% 0.0% 0.0% 3.9% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 8.0% 0.0% 2.9%
そ の 他 の 製 造 業 2.5% 0.0% 4.3% 3.9% 2.0% 2.7% 4.8% 0.0% 12.0% 10.5% 0.0%
電 気 業 1.2% 1.2% 0.0% 2.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 10.5% 5.7%
ガ ス 業 0.4% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
熱 供 給 業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%





第 3章 企業立地補助金 

（1）全国の補助金 

                                                 
19 出所：日経グローカル No37「拡充相次ぐ企業誘致策」 





（2）補助金と立地選択理由との関係 



第 4章 個別分析 

宮城県
山形県

福島県

茨城県

三重県

兵庫県

熊本県

大分県

地図上灰色：移転誘致型の１１府県
地図上青色：新規増設型の１０道県



（1）移転誘致型 

                                                 
20 出所：地図は各県ＨＰ、面積は総務省統計局ＨＰ掲載の全国都道府県市区町村別面積調(2004年)、人口は 2005年国
勢調査要計表、以下同じ。
21 (財)日本立地センター「2005年版産業用地ガイド」参照



22

23

                                                 
22 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
23 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



                                                 
24 茨城県ホームページ参照
25 (財)日本立地センター「2005年版産業用地ガイド」参照
26 出所：日本政策投資銀行「産業レポート vol.8 石油化学コンビナートの再生について」（平成 14 年 5 月） 



27

28

                                                 
27 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
28 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）





29 30 31

                                                 
29 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
30 石油化学工業は、化学工業と石油製品・石炭製品製造業の出荷額の合計
31 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



32

                                                 
32 参考：ひょうご経済戦略 2、No.307（平成 18年 2月）



33

34

                                                 
33 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
34 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



（2）新規増設型 



35

36

                                                 
35 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
36 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



                                                 
37



38

出所：経済産業省「工業統計調査」

39

                                                 
38 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
39 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



                                                 
40 出所：ミネルヴァ書房「日本のＩＣ産業シリコン列島の変容」伊東維年著より九州地域産業活性化センター「九州地
域における戦略的産業創出可能性調査報告書」のデータを抜粋



41

出所：経済産業省「工業統計調査」

42

                                                 
41 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
42 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



                                                 
43 出所：（財）日本立地センター「2005年度版産業用地ガイド」（但し、大分県 HPでは 22の工業団地が紹介されてい
る）



44 45

出所：経済産業省「工業統計調査」

46

                                                 
44 製造業計は右縦軸、それ以外の業種は左縦軸のスケール
45 石油化学工業は、化学工業と石油製品・石炭製品製造業の出荷額の合計
46 平成 14年 3月改訂の日本標準産業分類に基づいている（脚注 4参照）



第 5章 取り組みの方向性 

                                                 
47 参考：経済産業省地域研究会委員戒能一成著「地域経済の動向変化の要因分析－何が各都道府県の県民所得を決定し
ていたのか？－」





参考資料 







全国計 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井
合計点
原材料等の入手の便
市場への近接性
関連企業への近接性
労働力の確保
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性)
本社への近接性
国の助成・協力
県・市・町・村の助成・協力
経営者等との個人的つながり
他企業との共同立地
工業用水の確保
対事業所サービス業・流通業への近接性
学術研究機関の充実(産学共同等)
用地面積の確保が容易
地価
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設)
その他

山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川
合計点
原材料等の入手の便
市場への近接性
関連企業への近接性
労働力の確保
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性)
本社への近接性
国の助成・協力
県・市・町・村の助成・協力
経営者等との個人的つながり
他企業との共同立地
工業用水の確保
対事業所サービス業・流通業への近接性
学術研究機関の充実(産学共同等)
用地面積の確保が容易
地価
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋ゚ ﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設)
その他

愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄
合計点
原材料等の入手の便
市場への近接性
関連企業への近接性
労働力の確保
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性)
本社への近接性
国の助成・協力
県・市・町・村の助成・協力
経営者等との個人的つながり
他企業との共同立地
工業用水の確保
対事業所サービス業・流通業への近接性
学術研究機関の充実(産学共同等)
用地面積の確保が容易
地価
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋﾟﾝｾﾝﾀｰ､娯楽施設)
その他



山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川
合計点 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
原材料等の入手の便 4.2% 2.4% 3.8% 6.2% 4.1% 6.7% 3.4% 4.6% 6.8% 8.8% 3.4% 10.6% 6.9% 5.7% 4.1% 4.2% 5.7% 8.5% 4.6%
市場への近接性 9.7% 6.9% 5.6% 12.0% 9.6% 10.6% 14.0% 8.3% 8.0% 12.8% 6.8% 4.5% 5.7% 5.7% 11.3% 9.5% 7.4% 9.8% 6.9%
関連企業への近接性 8.3% 6.9% 9.8% 12.0% 13.0% 12.5% 11.9% 6.0% 5.3% 10.5% 5.1% 10.6% 3.4% 7.5% 11.9% 7.8% 22.1% 7.3% 1.5%
労働力の確保 6.9% 5.6% 7.3% 5.7% 8.3% 4.7% 8.5% 9.2% 8.4% 8.4% 8.5% 6.1% 6.9% 7.5% 6.2% 4.9% 6.6% 3.7% 5.4%
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 0.7% 0.2% 1.7% 0.8% 0.0% 0.0% 0.4% 1.8% 0.3% 0.6% 1.7% 0.0% 1.1% 0.0% 0.5% 1.1% 0.0% 1.2% 0.0%
本社への近接性 17.4% 7.9% 9.0% 9.7% 12.8% 7.0% 13.6% 13.8% 12.7% 12.4% 15.3% 10.6% 18.4% 1.9% 6.2% 12.7% 9.8% 4.9% 17.7%
国の助成・協力 0.7% 0.6% 1.3% 1.1% 3.0% 1.9% 0.8% 0.5% 1.9% 1.0% 1.7% 0.0% 1.1% 3.8% 1.0% 0.0% 1.6% 0.0% 0.0%
県・市・町・村の助成・協力 7.6% 12.2% 6.0% 5.9% 8.7% 5.6% 6.8% 12.4% 10.8% 6.7% 3.4% 18.2% 17.2% 22.6% 11.3% 9.2% 7.4% 9.8% 9.2%
経営者等との個人的つながり 1.4% 4.1% 1.3% 3.0% 1.9% 1.9% 0.4% 0.5% 1.2% 3.1% 6.8% 6.1% 5.7% 1.9% 1.5% 3.5% 3.3% 8.5% 0.0%
他企業との共同立地 2.1% 1.9% 0.0% 1.1% 1.9% 1.9% 0.8% 0.9% 0.6% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 3.3% 1.2% 0.0%
工業用水の確保 1.4% 1.1% 0.9% 1.9% 0.9% 0.6% 0.8% 1.4% 0.6% 1.3% 1.7% 0.0% 1.1% 3.8% 2.6% 0.7% 2.5% 0.0% 0.0%
対事業所サービス業・流通業への近接性 2.8% 1.3% 0.0% 1.9% 3.0% 1.4% 0.8% 2.3% 1.9% 2.7% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 1.1% 1.6% 2.4% 2.3%
学術研究機関の充実(産学共同等) 0.7% 0.2% 0.9% 0.2% 0.4% 0.3% 0.0% 0.0% 1.9% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.8%
用地面積の確保が容易 16.7% 25.1% 24.4% 20.3% 17.1% 17.0% 16.9% 17.4% 22.3% 18.7% 16.9% 16.7% 13.8% 26.4% 23.2% 24.0% 17.2% 15.9% 23.1%
地価 11.8% 18.0% 17.5% 12.2% 10.9% 20.3% 13.6% 14.2% 9.9% 7.1% 11.9% 13.6% 14.9% 9.4% 11.9% 13.1% 7.4% 14.6% 26.2%
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋ゚ ﾝｾﾝﾀー ､娯楽施設) 0.0% 0.6% 1.7% 0.2% 0.2% 1.4% 0.4% 0.5% 1.2% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%
その他 7.6% 4.9% 9.0% 5.9% 4.3% 6.1% 6.8% 6.4% 6.2% 4.6% 15.3% 3.0% 3.4% 3.8% 5.7% 5.3% 4.1% 12.2% 2.3%

愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄
合計点 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
原材料等の入手の便 8.0% 18.1% 6.0% 9.3% 12.6% 2.0% 3.8% 7.2% 16.6% 17.9%
市場への近接性 7.2% 9.6% 10.9% 15.9% 17.3% 8.6% 5.1% 7.2% 4.6% 7.7%
関連企業への近接性 8.8% 0.0% 8.1% 12.1% 3.1% 12.5% 17.8% 7.7% 10.8% 0.0%
労働力の確保 11.2% 4.8% 8.5% 8.8% 9.4% 7.8% 3.8% 11.9% 10.4% 2.6%
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 0.8% 2.4% 0.9% 0.0% 0.0% 3.1% 0.6% 0.5% 0.0% 0.0%
本社への近接性 4.0% 7.2% 6.5% 5.5% 5.5% 7.1% 1.9% 3.6% 5.4% 3.8%
国の助成・協力 0.0% 0.0% 2.4% 1.1% 1.6% 1.6% 0.0% 2.1% 1.2% 5.1%
県・市・町・村の助成・協力 14.4% 19.3% 8.6% 10.4% 11.8% 12.2% 14.6% 13.9% 14.5% 10.3%
経営者等との個人的つながり 5.6% 1.2% 6.1% 3.3% 0.8% 2.7% 0.6% 6.7% 5.0% 3.8%
他企業との共同立地 0.8% 0.0% 0.9% 2.7% 0.0% 1.6% 0.0% 1.5% 0.4% 0.0%
工業用水の確保 3.2% 0.0% 0.7% 1.1% 1.6% 2.0% 1.3% 2.1% 1.7% 5.1%
対事業所サービス業・流通業への近接性 0.8% 3.6% 1.1% 1.1% 0.8% 1.2% 1.9% 0.0% 2.1% 1.3%
学術研究機関の充実(産学共同等) 0.0% 0.0% 0.7% 0.5% 0.8% 1.2% 0.6% 1.5% 0.4% 0.0%
用地面積の確保が容易 20.8% 14.5% 19.4% 14.3% 18.9% 17.3% 29.9% 21.6% 17.8% 26.9%
地価 9.6% 8.4% 13.5% 9.3% 11.8% 14.1% 8.9% 9.3% 7.1% 14.1%
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋ゚ ﾝｾﾝﾀー ､娯楽施設) 0.0% 2.4% 0.7% 0.0% 1.6% 0.8% 0.0% 2.6% 0.4% 0.0%
その他 4.8% 8.4% 5.2% 4.4% 2.4% 4.3% 8.9% 0.5% 1.7% 1.3%

全国計 北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井
合計点 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
原材料等の入手の便 6.5% 14.5% 5.8% 5.3% 7.8% 7.2% 5.5% 3.5% 6.0% 4.4% 6.0% 4.0% 7.8% 4.8% 5.7% 4.9% 4.5% 5.4% 2.5%
市場への近接性 10.5% 14.2% 12.8% 9.2% 13.6% 7.2% 5.8% 7.3% 16.7% 12.3% 6.8% 13.9% 16.7% 22.6% 18.9% 7.8% 3.0% 8.3% 1.7%
関連企業への近接性 9.4% 5.2% 8.1% 12.6% 7.6% 9.9% 11.0% 8.8% 11.6% 11.4% 11.3% 11.5% 6.9% 8.1% 7.7% 7.2% 10.4% 11.2% 9.2%
労働力の確保 7.6% 5.2% 11.6% 7.8% 9.4% 8.3% 8.3% 13.2% 7.1% 7.7% 5.8% 8.3% 11.1% 14.5% 8.3% 6.6% 4.0% 4.9% 11.8%
人材の確保(理工系大学･工専等への近接性) 0.8% 0.7% 3.5% 1.5% 0.8% 0.0% 1.2% 1.5% 0.4% 0.0% 0.2% 0.5% 1.6% 0.0% 1.7% 1.4% 0.0% 0.5% 0.8%
本社への近接性 9.2% 4.2% 2.3% 8.3% 8.6% 4.4% 7.7% 6.5% 8.5% 9.6% 15.1% 14.9% 9.2% 14.5% 6.6% 12.1% 11.9% 12.2% 8.4%
国の助成・協力 1.3% 2.4% 0.0% 0.5% 1.8% 1.1% 0.3% 0.6% 0.7% 1.0% 0.2% 1.1% 2.3% 0.0% 1.7% 0.6% 2.5% 2.0% 1.7%
県・市・町・村の助成・協力 8.9% 9.8% 10.5% 18.0% 8.2% 8.8% 7.4% 11.1% 3.1% 4.9% 3.2% 4.3% 4.2% 0.0% 6.0% 12.3% 11.4% 14.1% 15.1%
経営者等との個人的つながり 3.1% 2.9% 0.0% 2.9% 4.6% 5.0% 6.4% 3.8% 2.2% 2.7% 2.8% 0.8% 1.3% 0.0% 0.9% 4.1% 4.5% 3.9% 6.7%
他企業との共同立地 1.0% 1.1% 2.3% 1.9% 0.8% 0.0% 0.6% 0.3% 0.0% 0.7% 1.0% 0.8% 2.6% 4.8% 0.9% 1.9% 1.0% 1.0% 0.0%
工業用水の確保 1.2% 1.7% 3.5% 0.5% 0.4% 1.1% 0.9% 0.6% 1.4% 1.5% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 1.9% 2.5% 1.0% 1.7%
対事業所サービス業・流通業への近接性 1.7% 1.7% 0.0% 1.9% 3.2% 0.6% 0.9% 0.6% 2.0% 1.5% 1.2% 2.9% 2.3% 0.0% 4.0% 0.2% 3.0% 0.5% 5.9%
学術研究機関の充実(産学共同等) 0.4% 0.1% 0.0% 1.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.3% 0.4% 0.0% 0.4% 0.0% 0.3% 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
用地面積の確保が容易 19.4% 17.9% 17.4% 16.0% 17.2% 19.3% 25.5% 23.2% 19.9% 20.5% 19.3% 14.9% 16.0% 12.9% 16.0% 21.8% 21.9% 12.7% 18.5%
地価 12.3% 9.6% 14.0% 5.3% 10.8% 12.2% 11.3% 10.9% 12.3% 12.1% 11.9% 13.1% 11.8% 11.3% 12.6% 13.6% 13.9% 15.6% 12.6%
良好な住環境(教育､ｼｮｯﾋ゚ ﾝｾﾝﾀー ､娯楽施設) 0.7% 0.1% 1.2% 0.0% 0.8% 2.2% 0.3% 0.9% 0.9% 0.7% 1.2% 0.0% 1.0% 1.6% 0.0% 0.8% 0.5% 1.0% 0.0%
その他 6.2% 8.7% 7.0% 7.3% 4.0% 12.7% 6.7% 7.0% 6.9% 8.9% 12.9% 9.1% 4.9% 4.8% 7.4% 2.7% 5.0% 5.9% 3.4%







資料 8．業種別製造業出荷額推移（平成 14年、15年計）





付 録（都道府県企業誘致関連補助金一覧）
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